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研究ネットワーク（研究・社会実装拠点）
の形成について

（戦略的技術開発体制形成事業の概要）

※ 本資料は、平成28年度第２次補正予算原案に基づいて作成したものであるため、成立した
予算の内容に応じて変更があり得る。
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これまでの問題点と今後の技術開発体制

これまでの問題点 今後（戦略的技術開発体制）

○ 重複の排除、役割分担の明確化によ
る研究開発の効率化・迅速化（コストの
縮減及び研究期間の短縮）、重点化。

○ 輸出拡大に向けた、オールジャパンブ
ランドの確立や生産コスト削減を通じた
所得向上等を目指し、研究機関同士、民
間企業等を含めた研究ネットワークづく
りが必要。

○ 生産者の技術的課題の解決主体とし
ての拠点整備

○ 技術シーズに主眼を置いたプロ
ダクトアウト型研究開発

○ 技術的課題にかかる開発目標
設定（定量的開発目標が欠けるも
のも）

○ 現場ニーズ主眼を置いたマーケッ
トイン型研究開発

○ 農林漁業者等の所得向上等に係
る定量的な開発目標の設定
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○ 研究機関間の連携が弱いため、地
域戦略プロジェクトでは、同じ品目で
数多くの類似する研究課題の応募。

○ 過度な産地間競争により、効果的・
効率的な研究開発とならない懸念。



（目標例）

・ 労働生産性○％ＵＰを目標

とした△技術開発によりコスト

○％削減

・ 収量○％増加を目標とした

□技術開発により

売上○円増加

戦略的技術開発体制のイメージ

現場ニーズの聴取 大学
Ａ県試験場

Ｂ県試験場

・ 研究機関の研究成果
や研究者情報の見える
化、相談窓口の設立

・ 研究開発のリーダー
シップ

先進的な生産法人
拠点

現場ニーズに即した明確な開発目標の下、研究開発の円滑かつ迅速な実施とその成果の実装を推進するため、
研究・社会実装拠点となる機関を中核に地域別・分野別にそれぞれの研究ネットワークを形成し、情報・人材の
集積と効果的・効率的な運用を図る。

国が目標を明確化
（技術戦略）

ネットワーク

産地同士が協力

民間企業 実践的な
技術開発

国が開発目標
を明確化

課題候補の重点化

課題候補の開発目標
の検討

事業化を
見据えた
技術開発

地域に即した技術開発
斬新な技術シーズ

フィードバック
・技術開発提案

先進的な
生産法人

・ 技術開発目標を関係機関同士で共有

・ 関係機関の役割分担を明確化することにより、
研究リソースの効率的活用を実現

一般的な
農林漁業者

相談

解決策の提供

農林漁業者や専門家
から聞き取り

意見募集

農林漁業者や専門家
を含む検討会

課題と開発目標の決定

とりまとめ

実証の
依頼
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国立研究
開発法人

ネットワークのイメージ

全国的なものでは、例えば、
・ 施設園芸課題対応ネットワーク
地方単位であれば、例えば、

・ ○○地方水田作課題対応ネット
ワーク

技術の先駆的
使用による先導



ネットワーク形成に係る普及啓発（戦略的技術開発体制推進事業）

研究・社会実装拠点を中心とした研究ネットワークの形成への理解の醸成を図るとともに、
地域において具体的なネットワークの形成を促進する取組を支援。

本省 民間団体等

○ 各地域等においてセミナー等を開催
・ 研究ネットワークの目的
・ ネットワーク形成の方法
・ オランダのフードバレー等におけるネットワーク体制の先進事例
等

① ネットワーク形成に対する支援

・ コーディネイト人材等を活用した参画機関
の斡旋、調整

・ 参画機関リストの作成
・ 参画機関の持つ技術の再評価、活用
・ 参画機関の研究リソース能力の把握、整理

② 形成されたネットワークに対する支援
・ ネットワーク運用ルール等作成に係る助言

等

１．理解の醸成

事業の枠組イメージ

補助

１．民間団体等による
セミナー等の開催

２．民間団体等による
ネットワークの支援
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２．研究ネットワークの支援

コーディネイト
人材等



具体的な研究ネットワークの形成（研究ネットワーク形成事業）

研究ネットワークの中核として研究・社会実装拠点となる機関が取り組む研究ネットワー
クの形成、拠点機能の整備と強化、技術の社会実装体制の整備に必要な経費を支援。

本省

事業の枠組

各研究・社会

実装拠点
（ネットワーク

の拠点）
直接補助

① 研究ネットワークの統括
② 研究事業の課題に応じたコンソーシアムの編成
③ 農林漁業者等からの技術的相談窓口
④ 研究者や技術成果等の情報提供

⑤ 開発された技術の農林漁業者等に対する指
導・実装支援

等

※ これら機能は、中期的に整備されるべき機能
である。

研究・社会実装拠点に求められる機能

① 研究ネットワーク形成活動
・ 参画機関における目標の設定・共有
・ 参画機関の資源（人材、機器等）の把握・リスト
化

・ 参画機関の役割分担の調整
・ ネットワーク運営規定等の策定

② 現場課題の解決に向けた技術開発体制の整
備
・ ネットワーク参画機関で共同使用する機器
の整備

③ 情報提供体制の整備
・ ネットワーク参画機関の持つ技術情報の収

集・整理
④ 開発された技術の指導・実装支援体制の整

備
・ オープンラボ設置のための簡易な改装、

実証展示ほ場の設置
等

支援対象となる活動と整備

４

国が定めた開発目標（技術戦略）との整合性、ネッ
トワークの大きさ、拠点に係る能力の実績等の観
点から、審査により15ネットワーク程度を選定。



２）研究ネットワーク形成事業

実施主体

現場ニーズに即した明確な開発目標の下、研究開発の円滑かつ迅速な実施とその成果の実装を推進するた
め、研究・社会実装拠点となる機関を中核とした企業、大学、試験研究機関等のネットワーク形成を支援。

公募により選定。
民間企業、公益・一般法人、独立行政法人

事業内容
・セミナーの開催
・ネットワーク形成の支援
・ネットワーク運営の支援

１）戦略的技術開発体制推進事業

補助対象経費
機械・備品費、事業費、旅費、謝金、委託費、役務費、雑役務費

事業期間、補助率

事業期間：平成29年３月末まで
補助率：定額

戦略的技術開発体制推進事業

目的

研究・社会実装拠点を中心とした研究ネットワークの形成への理解の
醸成を図るとともに、地域において具体的なネットワークの形成を促
進する取組を支援する。

実施主体
研究・社会実装拠点となる能力を有する大学、高等専門学校、国立
試験研究機関、公立試験研究機関、特殊法人、独立行政法人、公益
法人、一般法人、民間事業者、農業協同組合、事業協同組合等

（技術戦略との整合性、ネットワークの大きさ、拠点に係る能力の実績
等の観点から、審査により15機関程度を選定。）事業内容

○ 研究ネットワーク形成活動

○ 現場課題の解決に向けた技術開発体制の整備

○ 情報提供体制の整備

○ 開発された技術の指導・実装支援体制の整備

事業期間、補助率
事業期間：平成29年３月末まで
補助率：定額（上限：６百万円程度）

目的
研究ネットワークの中核として研究・社会実装拠点となる機関が取
り組む研究ネットワークの形成、拠点研究機関となるための体制
整備、技術の社会実装体勢の整備に必要な経費を支援する。

補助対象経費

備品費、事業費、旅費、謝金、委託費、役務費、雑役務費

５

評価
ネットワーク及び拠点としての実績について、事業終了後５年間
のフォローアップ



研究ネットワーク形成の流れ

民間団体等

各地域等において

セミナー等を開催

研究ネットワーク

・ 参画機関の資源（人材、

機器等）の把握

・ 参画機関の役割調整

・ 運営規定等の作成等
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国

補助金交付

ネットワーク形成の届出

・ コーディネイト人材等を活用した
参画機関の斡旋、調整

・ 参画機関の持つ技術の再評価、
活用等

地域・分野ごとの
ネットワーク形成支援

周知 ネットワーク形成 研究



主なＱ＆Ａ主なＱ＆Ａ

Ｑ１ 知の集積プラットフォームと研究ネットワークとの違いは何か。

Ａ１ 知の集積プラットフォームは、
① 工学・医学等の異分野との融合を通じた革新的な技術開発を志向
② マッチングファンド方式により、外部からの資金導入を促す
③ 特定の機関ではなく、プロデューサー人材が研究開発から事業化までを統括

といった特徴を持ち、研究ネットワークは、
① 農林水産業の現場ニーズに基づく速やかな現場実装を目指した技術開発を志向
② 現場実証による改善点等現場の声を迅速に研究開発に反映させる

③ 研究・社会実装拠点機関が中核となりネットワークを統括するとともに、農林漁業者との窓口機能
も持つ

といった特徴を持つ点が主な相違点です。

Ｑ２ 研究ネットワークのサイズ、広がりのイメージは。

Ａ２ 研究ネットワークの大きさは、単一の都道府県に留まらず、複数の関係都道府県からなる広域的なも
のを想定しています。

全国的なものでは、例えば、施設園芸課題対応ネットワークとか、地方単位では、例えば、○○地方
水田作課題対応ネットワークといった広がりのあるものを想定しています。

Ｑ３ 研究ネットワークは研究コンソーシアム等既存のグループでも良いのか。

Ａ３ 研究ネットワークは、既存の研究コンソーシアム（グループ）よりも開かれた組織を目指しており、既存
のグループをブラッシュアップした上で、研究ネットワークとして応募することも可としますが、開かれた
ネットワークであるとの趣旨に沿ったものとしていただく必要があります。

７



戦略的技術開発体制推進事業 研究ネットワーク形成事業 経営体強化プロジェクト

今後のスケジュール（予定）今後のスケジュール（予定）

全国説明会 （９月２９日）

審査会

採択

研究開始

補正予算成立

事業実施主体公募開始
（１０月初旬）

・事業概要説明
・意⾒募集

年度末

臨時国会開会

契約

事業実施主体採択（１０月下旬）

事業実施主体による
セミナー開催（１１月中旬）

公募開始（１０月中旬）

公募締切（１１月上旬）

公募開始
（１１月下旬～１２月上旬目途）

公募締切（１２月下旬目途）

事業評価・報告事業評価・報告

採択（１１月中旬）
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技術戦略策定のための
技術検討会の開催（１０月中）

・農林漁業者や⽬利き⼈材を交えた検
討会の開催
・技術戦略・公募課題の決定

【１月目途】

【２月目途】


